事業承継と自社株評価
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現在、わが国の経済は、アベノミクスの「三本の矢」の効果もあり着実に上向いているものの、中小企業や地域経済、また、国民一人ひとりに景気回復の実感が必ずしも浸透しているとは言えない状況です。また、今年４月に消費税率の引き上げられたことを受け、景気にマイナスの影響が出ることも懸念されています。

これを踏まえ、平成26年度税制改正では「景気回復の実感をより広く行き渡らせること」「企業の投資行動を促すこと」を目的とする各種税制の改正が決定されました。
本レポートでは、平成26年度税制改正のうち、特に医療機関の経営に影響を与える項目をピックアップし、詳しく解説します。


わが国の病院は、昭和40年代から50年代に建てられたものが非常に多く、そのため、耐震化率が低いのが現状です。
	
	回答病院数
	全ての建物に耐震性のある病院数（耐震化率）
	一部の建物に耐震性がある病院数
	全ての建物に耐震性がない病院数
	建物の耐震性が不明である病院数

	平成17年
調査
	6843
（100％）
	2494
（36.4％）
	2482
（36.3％）
	1209
（17.7％）
	575
（8.4％）

	平成20年
調査
	8130
（100％）
	4132
（50.8％）
	2694
（33.1％）
	1010
（12.4％）
	294
（3.6％）

	平成21年
調査
	8611
（100％）
	4837
（56.2％）
	2595
（30.1％）
	98
（1.1％）
	1081
（12.6％）

	平成22年
調査
	8541
（100％）
	4846
（56.7％）
	2541
（29.8％）
	279
（3.3％）
	875
（10.2％）

	平成24年
調査
	8531
（100％）
	5235
（61.4％）
	2016
（23.6％）
	268
（3.1％）
	1012
（11.9％）


国土交通省の過去の調査によると、病院の耐震化率は、平成22年の時点で６割以下にとどまっています。その後、平成24年に厚生労働省が公表した資料では耐震化率が61.4％まで上昇しているものの、一方で「すべての建物に耐震性がない病院」が3.1％、そもそも「耐震性が不明である病院」が11.9％もあり、実に15％もの病院が耐震性について意識していないことが分かっています。

こうした状況を踏まえて政府は、一定の病院等について、その所有者が耐震診断を実施し、平成27年末までにその結果を所管行政庁に報告するよう義務付けるとともに、平成26年度税制改正では、既存建築物の耐震改修投資促進のための特例措置が創設されました。
なお、事業者から所管行政庁に報告された耐震診断結果は一般に公表されることが決まっています。そのため、仮に耐震改修を行わなかった場合には、「この病院は耐震化ができてない」との情報が広まり、患者離れに繋がる恐れがあることに注意が必要です。
（１）耐震基準適合建物等の特別償却
具体的には、改正耐震改修促進法に基づき、耐震診断が義務付けられる建築物について以下の特例措置が講じられます。

■制度の概要
	平成27年3月31日までに耐震診断結果の報告を行った者が、同26年４月１日から報告を行った日以後５年経過する日までに、耐震改修により取得等する建築物の部分について取得価額の25％の特別償却をすることができる。


改正耐震改修促進法による報告期限は平成27年12月31日とされていますが、特別償却の適用を受ける場合には、３月末に前倒しで結果報告しなければならないので注意が必要です。なお、この特例措置は法人、個人のいずれも共通の取扱いとされています。
（２）耐震改修が行われた要安全確認計画記載建築物等に対する固定資産税の減額
平成26年４月１日から平成29年３月31日までの間に政府の補助を受けて耐震改修が行われたもので、耐震基準に適合することについて証明された建物については、工事完了年の翌年度分から２年度分の固定資産税について、固定資産税額の２分の１に相当する額が減額されます（耐震改修に要した費用の額の2.5％が上限）。

（１）改正前の制度概要
　所得拡大促進税制は、個人の所得水準を底上げする観点から、企業が給与等の支給額を増加させた場合、支給増加額の10％を法人税額から税額控除できる制度で、平成25年度税制改正で創設されました。改正前は、以下の3つの要件を満たしている場合に適用できました。

（注）基準事業年度とは、平成25年４月１日以後に開始する各事業年度のうち最も古い事業年度の直前の事業年度をいいます。なお、この税制は、雇用促進税制、復興特区等に係る雇用促進税制との選択適用です。
■従来の所得拡大促進税制のイメージ
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（２）改正の内容
改正前は、人件費総額を基準年度から５％以上増加させたときのみ、増加額の10％を税額控除することができました。しかし、現在の経済状況下では、適用期間内である平成27年度末までの３年間で人件費を５％増加させることは、決して簡単なことではありません。そこで今回、給与総額の増加割合などを見直したうえで、適用要件が２年間延長されることになりました。
①支給増加割合の要件緩和
　制度をより使い勝手の良いものとするため、給与総額の増加割合について要件緩和が実施されます。具体的には次の通りです。

②平均給与等支給額に係る要件の緩和
　この制度における平均給与支給額は、１年間に支給した人件費の平均値です。したがって、事業年度内に退職者が出てしまうと、その退職者に支払う年間の給与は通年で働き通した場合に比べて低くなりますから、平均給与支給額の値も必ず下がってしまいます。
　企業において退職者が出るのは自然なことですが、改正前はこれが考慮されておらず、要件を満たさないケースが十分に想定されました。
　そこで、「継続雇用者（適用年度及びその前年度において給与等の支給を受けた国内雇用者）に対する平均給与等支給額が前年を下回らないこと」として、適用要件が緩和されました。
この改正は、平成26年４月１日以後に終了する事業年度について適用されます。

（１）改正の内容
法人が支出する交際費等については、従来、租税特別措置法により損金算入が制限されています。ただ、資本金１億円以下の中小企業については、大法人に比べて販売促進手段が限られており、交際費が事業活動に不可欠な経費であることから、800万円までの金額に限り全額を損金算入することが認められています。この制度は平成25年度末までの時限措置でしたが、平成26年度税制改正により、平成27年度末まで延長されることになりました。

　また、平成26年度税制改正では、消費の拡大を通じて経済の活性化を図るという観点から、全ての法人について、交際費のうち飲食費に相当する金額の50％を損金算入できる措置が創設されました。
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（２）医療法人における注意点
第５次医療法改正以後、持分のある医療法人は設立できなくなりました。つまり、新設の医療法人は全て持分のない医療法人です。持分のない医療法人には資本金の概念がないため、「資本金に準ずる額」を次の算式で計算することとされています。


　上記算式で求められる金額が１億円を超えなければ、改正前、改正後のいずれも交際費800万円まで全額が損金算入可能です。

しかし、例えば税引き後の利益が800万円の医療法人の場合、その状態が20～21年続くと、上記算式中の「総資産の帳簿価額」が必然的に1億６千万円から１億７千万円程度にまで膨れ上がり、資本金に準ずる額も１億円を超えてしまいます。結果、それまで全額損金算入できた交際費が、「飲食費のうち半分のみ損金算入」となるため、しばらく「交際費の損金不算入」の適用がなかった医療法人では事前の対策が必要です。
■事前対策の例


現政権によるこれまでの経済政策により、わが国の経済情勢は着実に上向きつつあります。しかし、平成24年度税制改正で創設された復興特別法人税の追加負担により、法人実効税率は38.01％と、諸外国と比較してもかなり高く、重い税負担が企業に課せられていました。

また、消費税率引き上げによる景気の腰折れを防ぐ意図もあり、国際的に高い法人税率を引き下げ、景気を刺激する支援策という観点から、平成26年3月末をもって復興特別法人税が前倒しで廃止されました。
■復興特別法人税廃止後の法人実効税率（国・地方を合わせた表面税率）



　現行の給与所得控除は、給与収入1500万円、控除額245万円が上限とされていますが、平成28年分については給与収入1200万円、控除額230万円まで上限が引き下げられます。
	
	現行
	平成28年分（注１）
	平成29年分以後（注２）

	上限額が適用される給与収入
	1500万円
	1200万円
	1000万円

	給与所得控除上限額
	245万円
	230万円
	220万円


（注１）所得税は平成28年分、住民税は平成29年度分について適用。
（注２）所得税は平成29年分から、住民税は平成30年度分から適用。
【参考】給与所得控除額の縮減と給与所得の金額（給与収入3000万円の場合）
	
	給与所得控除額
	給与所得金額
	24年以前との差

	平成24年以前
	320万円
	2680万円
	－

	平成25年～27年
	245万円
	2755万円
	75万円

	平成28年
	230万円
	2770万円
	90万円

	平成29年以後
	220万円
	2780万円
	100万円



消費税の納付額は通常、「税抜の課税売上高×４％－税込の課税仕入高×４／105」という計算式により算出します。しかし、一定の中小零細企業については、消費税の納税による事務負担を軽減するため、売上高の一定割合（みなし仕入れ率）を仕入れ額とみなして消費税額を計算する「簡易課税制度」の適用が認められています。
今回、この簡易課税制度について、みなし仕入れ率の引き下げが実施されることになりました。
■改正の内容

医療機関では、理事長個人が診療所の建物を所有しており、医療法人に貸し付けているケースがありますが、この場合、②の改正が影響する可能性があるため注意が必要です。

この改正は、平成27年４月１日以後に開始する課税期間より適用されます。

医療機関の社会保険診療は、収入計上の際は消費税非課税です。一方で、医療機器、医薬品、診療材料などの仕入れ部分には消費税が課税されます。つまり、医療機関は最終消費者でないにもかかわらず、仕入税額控除ができず消費税を負担していることになるのです。
日本医師会の調査によると、社会保険診療報酬の控除対象外消費税は１医療機関あたり平均で2.22％にも上ることが分かっています。社会保険診療が年間１億円の医院ではおよそ220万円の控除対象外消費税が発生している計算になります。

今年４月には消費税率が８％へ引き上げられましたが、これにより医療機関の負担部分が増大することが以前より懸念されてきました。
　
控除対象外消費税問題について政府は、以前から「過去において診療報酬に増税分1.53％を上乗せしており、控除対象外消費税問題は解決済みである」という考えでした。
■消費税導入時、５％引上げ時の政府の対応

これに対して医療関係団体は、「診療報酬に対する上乗せは不透明で、実情に合っていない。平成元年に12項目、平成９年に24項目、合計36項目が上乗せされたが、これは数千項目の診療報酬のほんの一部にすぎない」、「当初上乗せされた改定項目のうち、すでに無くなったもの、統合されたものがあるため、現段階で上乗せがきちんとできているか疑問である」といった見解を示しています。

　また関係団体は、社会保険診療報酬の消費税が非課税であることが「誤解を招く」という見解も表明しています。仮に政府の言うように、診療報酬で増税分の1.53％が上乗せされているならば、「社会保険診療には消費税分がそのまま上乗せされており、患者が目に見えない形で負担している」と国民が誤解してしまう事を懸念しているのです。

以上のことから医療関係団体は、消費税が８％～10％に引き上げられる過程で問題を根本的に解決しないと、医療機関の経営そのものが、消費税のために立ち行かなくなるという強い危機感を抱いています。

医療関係団体の主張も踏まえ、政府が税率８％引上げ時に採った対応は「診療報酬改定による手当て」でした。

具体的に見ていくと、初診料が改正前は270点でしたが、改定により282点になります。消費税対応分は12点（＝120円）なので、消費税対応部分以外は何も変わっていないという事です。その他、再診料や病院等の外来診療料、一般病棟入院基本料、歯科の初診・再診料、薬局の調剤基本料、これらすべてが消費税対応分としてのプラスになっています。

平成27年10月には消費税率10％への引き上げが予定されていますが、この控除対象外消費税の問題を根本的に解決しなければ、医療機関の経営そのものが、消費税のために立ち行かなくなるということが危ぶまれています。

　政府与党は平成26年度税制改正大綱の中で、この問題について次のような考えを表明しています。

■控除対象外消費税に関する政府与党の考え方（平成26年度税制改正大綱より）


■消費税の複数税率に関する政府与党の考え方（平成26年度税制改正大綱より）


これらを踏まえ、今後は以下のような内容について検討が進められます。

■今後の想定される検討事項


　平成19年の医療法改正により、それ以前に設立された持分のある社団医療法人は経過措置型医療法人として存続することになりましたが、出資持分の評価が莫大になっている経過措置医療法人においては、将来の相続税負担の問題が生じることになります。

この解決策として「持分のない医療法人への移行（＝持分の放棄）」がありますが、移行に際し「相続税等が不当減少した」と税務当局が認めた場合、医療法人に対して贈与税が課税されてしまいます。例えば、同族経営（役員等のうち親族等の占める割合が３分の１超）の医療法人が持分を放棄するケースはこの「不当減少」に該当し、贈与税が課税されます。したがって、持分なし医療法人へ移行するに当たっては、「同族経営を排除し、公益性を満たして無税で移行する」か「贈与税を払って移行するか」の選択が必要なのです。
【参考】不当減少の要件


現在、医療法人全体の約88％が「持分あり」の経過措置型医療法人であり、それゆえ、平成27年からの相続税の増税により、出資持分に対する相続税負担が大きくなり、医療機関が存続できなくなるのではないかとの懸念があります。


平成26年度税制改正では、持分のない医療法人への移行を促進するため「医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予制度」が創設されました。
【参考】平成26年度税制改正大綱における制度の概要


この制度は、相続又は遺贈により医療法人の持分を取得し、以下に示す要件を満たしている場合に、その持分に係る相続税を一定期間猶予し、医療法人が持分なし医療法人に移行することで猶予された税額が免除される制度です。

■制度の適用要件


（注）期限内申告書の提出期限前に持分を取得した個人（以下「相続人等」）が死亡した場合には、その相続人等の相続人（包括受遺者を含む。）が提出する期限内申告書


この制度の適用を受けるためには、相続税の提出期限（相続発生から10カ月）において認定医療法人である必要があります。認定医療法人とは、持分「あり」から「なし」へ移行することについて「移行計画」を作成し、これを厚生労働大臣に提出して、その移行計画が適当である旨の認定を受けた医療法人を指します（改正医療法附則10の3①）。　移行計画には、以下に示す項目を記載し、その提出の際には定款、出資者名簿、その他厚生労働省令で定める書類を添付しなければなりません。

■移行計画の記載事項


■経過措置型医療法人が認定医療法人となるまでのプロセス
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医療機関の視点からみた
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医療機関の視点から見た


平成26年度税制改正








医療機関から見た平成26年度税制改正


控除対象外消費税問題への対応


医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予制度
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医療機関から見た平成26年度税制改正
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はじめに　　　　








1








既存建築物の耐震改修投資促進ため特例措置の創設（法人税）　　








2








所得拡大促進税制の延長・拡充（法人税）　　　　
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給与等支給額（＝人件費総額）が基準事業年度の給与等支給額と比較して５％以上増加していること


給与等支給額が前事業年度の給与等支給額を下回らないこと


平均給与等支給額が前事業年度の平均給与等支給額を下回らないこと 





平成27年４月１日前に開始する適用年度・・・２％以上


平成27年４月１日から平成28年３月31日までの間に開始する適用年度


　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・・３％以上


平成28年４月１日から平成30年３月31日までの間に開始する適用年度


・・・５％以上





交際費等の損金不算入制度の見直し（法人税）　　　　
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中小企業の交際費については、800万円まで100％損金算入することが可能。


（適用期間：平成27年度末まで）





企業の規模を問わず、全ての法人が交際費のうち飲食費に相当する金額の50％を損金算入可能とする措置が創設。（適用期間：平成27年度末まで）








資本又は出資の金額に準ずる額





＝





100





60





×





当期利益又は当期欠損の額（注２）





－





－





総負債の


帳簿価額





総資産の


帳簿価額











役員報酬を引き上げ、法人に資金を残さないようにする。


役員を退職させ、役員退職金を支給することで法人の資産を減らす。





復興特別法人税の前倒し廃止（法人税）　　　　
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平成25年度まで・・・38.01％


平成26年度以降・・・35.64％（約2.4％の引下げ）





給与所得控除の見直し（所得税）　　　　
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簡易課税制度におけるみなし仕入率の改正（消費税）　　　　
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金融業及び保険業を第５種事業とし、そのみなし仕入率を50％（現行60％）とする。


不動産業を第６種事業とし、そのみなし仕入率を40％（現行50％）とする。





控除対象外消費税問題への対応
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消費税導入時、５％引上げ時の政府の対応　　　　　








1





①平成元年（消費税3％で導入時）


　診療報酬（本体）： 0.11％ 　薬価： 0.65％　改定率： 0.76 ％





②平成９年（消費税 5％に引上げ時）


　診療報酬（本体）：0.32％　薬価（本体）：0.40％


　特定保健医療材料：0.05％　改定率：0.77％





平成26年４月における対応　　　　　
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消費税10％引上げ時以降の対応　　　　　
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○医療に係る税制のあり方について（Ｐ117）


（検討事項11）


医療に係る税制のあり方については、消費税率が10％に引き上げられることが予定される中、医療機関の仕入税額の負担及び患者等の負担に十分に配慮し、関係者の負担の公平性、透明性を確保しつつ適切な措置を講ずることができるよう、医療保険制度における手当のあり方の検討等と合わせて、医療関係者、保険者等の意見も踏まえ、総合的に検討し、結論を得る。





○軽減税率について（P6）


消費税の軽減税率制度については、「社会保障と税の一体改革」の原点に立って必要な財源を確保しつつ、関係事業者を含む国民の理解を得た上で、税率10％時に導入する。 このため、今後、引き続き、与党税制協議会において、これまでの軽減税率をめぐる議論の経緯及び成果を十分に踏まえ、社会保障を含む財政上の課題とあわせ、対象品目の選定、区分経理等のための制度整備、具体的な安定財源の手当、国民の理解を得るためのプロセス等、軽減税率制度の導入に係る詳細な内容について検討し、平成26年12月までに結論を得て、与党税制改正大綱を決定する。」





社会保険診療報酬を課税化するか？また、このとき税率を何％にするか？


仮に課税化された場合、過去に増税分として上乗せされた診療報酬は大幅なマイナス改定となるのか？


軽減税率が導入される可能性があるのか？また、軽減税率により何らかの手当てされるのか？


高額な設備投資に対して何らかの配慮がされるのか？





医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予制度
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持分なし医療法人への移行と課税問題　　　　
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医療法人の運営組織が適正である 


同族親族等関係者が役員等の総数の3分の1以下である 


医療法人関係者に対する特別利益供与が禁止されている 


残余財産の帰属先が国等に限定されている 


法令違反等の事実がない





医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予制度の創設　　　　
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相続人が持分の定めのある医療法人の持分を相続又は遺贈により取得した場合、その法人が新たに法定される移行計画の認定を受けた医療法人である時は、移行計画の期間満了まで相続税の納税を猶予し、持分を放棄した場合には、猶予税額を免除する。また、出資者が持分を放棄したことにより他の出資者の持分が増加することで、贈与を受けたものとみなして当該他の出資者に贈与税が課される場合についても同様とする。





個人が、経過措置医療法人の持分を有していた「被相続人」から、相続又は遺贈によりその持分を取得した場合


その経過措置医療法人が相続税の期限内申告書（注）の提出期限において認定医療法人である


相続税の申告書の提出期限までに、その納税猶予分の相続税額に相当する担保を提供する





認定医療法人とは　　　　
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（１）新医療法人であって、次に掲げる医療法人のうち移行をしようとするもの 


イ 社会医療法人　　　　ロ 特定医療法人


ハ 基金拠出型医療法人　ニ イ～ハ以外の医療法人 


（２）移行に向けた取組の内容


（３）移行に向けた検討の体制 


（４）移行の期限


（５）その他厚生労働省令で定めた事項





〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml








